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法人会は東京都の「地球温暖化対策報告書制度」を推進しています

東
法
連
は
６

月
７
日
、
全
法

連
会
館
で
第
１

回
税
制
税
務
委

員
会
（
青
栁
晴

久
委
員
長
・
四
谷
法
人
会
会
長
）
を
開
催

し
、
東
法
連
令
和
２
年
度
税
制
改
正
要
望

を
原
案
ど
お
り
承
認
し
た
。

東
法
連
の
令
和
２
年
度
税
制
改
正
要
望

作
成
に
あ
た
っ
て
は
、
全
法
連
で
全
国
の

税
制
委
員
な
ど
を
対
象
に
実
施
し
た
「
令

和
２
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー

ト
」
の
集
計
結
果
を
参
考
に
す
る
と
と
も

に
、
別
途
、
単
位
会
か
ら
寄
せ
ら
れ
た
要

望
、
意
見
を
で
き
る
限
り
反
映
さ
せ
て
い

る
。法

人
税
で
は
、「
法
人
実
効
税
率
は
、

平
成
30
年
度
に
29
・
74
％
に
な
っ
た
が
、

税
負
担
は
諸
外
国
に
比
較
し
て
依
然
と
し

て
重
い
。
国
際
競
争
力
の
強
化
、
国
内
産

業
の
活
性
化
や
立
地
競
争
力
の
強
化
の
観

点
か
ら
実
効
税
率
を
25
％
程
度
ま
で
引
き

下
げ
る
よ
う
求
め
る
。」
と
し
て
い
る
。

ま
た
、
そ
の
財
源
と
な
る
課
税
ベ
ー
ス
の

拡
大
に
つ
い
て
は
、「
地
域
経
済
と
雇
用

の
70
％
を
支
え
る
中
小
企
業
の
経
営
環
境

は
依
然
厳
し
く
、
中
小
企
業
へ
の
課
税
ベ

ー
ス
の
拡
大
は
行
う
べ
き
で
は
な
い
。」

と
し
て
い
る
。

消
費
税
で

は
、
令
和
元
年

10
月
か
ら
導
入

さ
れ
る
軽
減
税

率
制
度
に
つ
い

て
、「
中
小
企

業
者
に
と
っ
て

事
務
・
コ
ス
ト

に
お
い
て
極
め

て
負
担
が
大
き

い
。
導
入
後
の

状
況
を
検
証

し
、
問
題
が
あ

る
場
合
に
は
、

単
一
税
率
に
す

る
こ
と
を
求
め
る
。
当
面
、
経
理
・
会
計

シ
ス
テ
ム
対
応
等
に
時
間
と
コ
ス
ト
を
要

す
る
だ
け
で
な
く
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
化

対
応
等
新
た
な
負
担
も
あ
り
、
引
き
続
き

周
到
な
制
度
周
知
と
き
め
細
や
か
な
支
援

措
置
の
実
施
を
求
め
る
。」と
し
て
い
る
。

東
法
連
の
令
和
２
年
度
税
制
改
正
要
望

（
抜
粋
）
は
別
掲
の
と
お
り
。

提
言
の
作
成
に
向
け

税
制
改
正
作
業
が
本
格
化

全
法
連
の
第
１
回
税
制
委
員
会
（
飯
野

光
彦
委
員
長
・
東
法
連
副
会
長
・
北
沢
法

人
会
会
長
）
が
７
月
24
日
全
法
連
会
館
で

開
催
さ
れ
、
令
和
２
年
度
税
制
改
正
に
関

す
る
提
言
の
作
成
に
向
け
た
作
業
が
本
格

化
し
て
き
た
。

委
員
会
で
は
、
前
掲
の
税
制
ア
ン
ケ
ー

ト
集
計
結
果
、
各
県
連
の
要
望
が
報
告
さ

れ
、
提
言
作
成
に
向
け
活
発
な
意
見
が
交

わ
さ
れ
た
。

今
後
、
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
、
県
連
要
望

な
ど
を
踏
ま
え
、
８
月
20
日
の
起
草
検
討

会
、
９
月
５
日
の
税
制
委
員
会
を
経
て
、

９
月
18
日
の
全
法
連
理
事
会
で
「
令
和
２

年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言
」
が
正
式

決
定
す
る
。

東
法
連
の
令
和
２
年
度
税
制
改
正
要
望
ま
と
ま
る

法
人
実
効
税
率
25
％
程
度
ま
で

引
き
下
げ
求
め
る

令和２年度税制改正要望を審議する税制税務委員会

あいさつする
青栁晴久委員長
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自分のカラダと “がん ” のこと、ちょっとだけ考えてみませんか？

１ 	

国
税・地
方
税

⑴	

法
人
税

①
法
人
税
率
の
引
き
下
げ

平
成
28
年
度
の
税
制
改
正
で
法
人
実
効

税
率
は
、
目
標
と
し
て
い
た
「
20
％
」
台
を

実
現
、
平
成
30
年
度
に
は
29
・
74
％
と
な
っ

た
。し

か
し
、
周
辺
ア
ジ
ア
諸
国
（
45
ヵ
国
）

の
平
均
は
20
・
05
％
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
国
の

平
均
は
24
・
18
％
で
あ
り
、
米
国
で
も
連
邦

実
効
税
率
が
35
％
か
ら
21
％
へ
引
き
下
げ
ら

れ
て
い
る
。
経
済
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
が
進

み
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
の
枠
組
み
の
中
だ
け
で
さ

え
も
、
日
本
企
業
の
海
外
流
出
が
加
速
し
か

ね
な
い
。
国
際
競
争
力
の
強
化
、
国
内
産
業

の
活
性
化
や
立
地
競
争
力
の
強
化
の
観
点
か

ら
、25
％
程
度
ま
で
引
下
げ
る
よ
う
求
め
る
。

②
課
税
ベ
ー
ス
の
拡
大

円
安
に
よ
る
原
材
料
費
の
高
騰
や
人
手

不
足
に
よ
る
人
件
費
の
高
騰
に
よ
り
、
地
域

経
済
と
雇
用
の
70
％
を
支
え
る
中
小
企
業
の

経
営
環
境
は
依
然
と
し
て
厳
し
い
。
そ
の
よ

う
な
中
、
特
に
従
業
員
給
与
に
課
税
す
る
外

形
標
準
課
税
の
拡
大
は
、
中
小
企
業
の
事
務

負
担
が
増
大
し
、
賃
金
引
上
げ
や
雇
用
維
持

に
悪
影
響
を
与
え
、
地
域
経
済
再
生
に
逆
行

す
る
も
の
で
あ
り
、
中
小
企
業
へ
の
課
税

ベ
ー
ス
の
拡
大
は
行
な
う
べ
き
で
は
な
い
。

③
中
小
企
業
軽
減
税
率
の
引
き
下
げ
等

平
成
31
年
度
（
令
和
元
年
度
）
税
制
改
正

に
よ
っ
て
中
小
企
業
者
等
の
法
人
税
率
の
特

例
が
、
令
和
２
年
度
末
に
２
年
間
延
長
さ
れ

た
。我

が
国
経
済
の
成
長
の
源
で
あ
り
、
地

域
経
済
や
雇
用
に
大
き
な
役
割
を
担
っ
て
い

る
中
小
企
業
の
成
長
を
後
押
し
す
る
た
め
に

も
、
租
税
特
別
措
置
に
よ
る
中
小
企
業
軽
減

税
率
に
つ
い
て
は
、本
則
化
す
る
と
と
も
に
、

一
層
の
引
下
げ
を
求
め
る
。
ま
た
、
昭
和
56

年
以
来
、
課
税
所
得
８
０
０
万
円
以
下
に
据

え
置
か
れ
て
い
る
中
小
企
業
軽
減
税
率
の
適

用
所
得
金
額
に
つ
い
て
、
１
６
０
０
万
円
へ

の
大
幅
な
引
上
げ
を
求
め
る
。

④
交
際
費
課
税
制
度
の
見
直
し

中
小
法
人
の
交
際
費
課
税
の
特
例
が
、
令

和
元
年
度
末
に
適
用
期
限
を
迎
え
る
。
交
際

費
は
企
業
に
と
っ
て
、
事
業
の
維
持
、
拡
大

の
う
え
で
必
要
不
可
欠
の
も
の
で
あ
り
、
景

気
対
策
に
資
す
る
も
の
で
あ
る
。
恒
久
化
は

当
然
と
し
て
、
定
額
控
除
限
度
額
の
引
上
げ

に
止
ま
ら
ず
、
交
際
費
の
全
額
損
金
化
を
求

め
る
。

⑤
中
小
企
業
の
欠
損
金
の
繰
戻
し
還
付
制
度
の

拡
充

中
小
企
業
の
欠
損
金
の
繰
戻
し
還
付
制

度
が
、
令
和
元
年
度
末
に
適
用
期
限
を
迎
え

る
。
現
行
、
繰
戻
し
期
間
が
１
年
に
限
定
さ

れ
て
い
る
が
、
欠
損
法
人
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ

ロ
ー
対
策
と
し
て
、
３
年
程
度
へ
見
直
す
と

と
も
に
、
恒
久
化
を
求
め
る
。

⑥
役
員
給
与
の
取
扱
い

役
員
給
与
の
取
扱
い
に
つ
い
て
、
定
期
同

額
給
与
、
事
前
確
定
届
出
給
与
、
業
績
連
動

給
与
以
外
に
つ
い
て
は
損
金
不
算
入
と
さ
れ

て
い
る
が
、
業
績
連
動
給
与
に
つ
い
て
同
族

会
社
は
損
金
算
入
適
用
対
象
外
と
な
っ
て
い

る
。
経
営
意
欲
、
企
業
活
力
を
発
揮
さ
せ
る

た
め
、
同
族
会
社
に
つ
い
て
も
一
定
の
要
件

の
下
で
損
金
算
入
を
認
め
る
よ
う
強
く
求
め

る
。ま

た
、
定
期
給
与
の
改
定
に
つ
い
て
は
、

特
別
の
事
情
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
な
い
限

り
、
３
ヶ
月
を
経
過
す
る
と
認
め
ら
れ
な
い

が
、
経
済
変
動
が
激
し
い
実
態
に
照
ら
し
、

年
度
途
中
で
の
改
定
を
認
め
る
べ
き
で
あ

る
。

⑵	

所
得
税

①
所
得
税
の
配
偶
者
控
除
お
よ
び
課
税
方
式
の

見
直
し
に
つ
い
て

一
億
総
活
躍
社
会
の
実
現
に
向
け
た
働

き
方
改
革
を
進
め
る
た
め
に
は
、
就
業
調
整

を
し
な
く
て
済
む
抜
本
的
な
見
直
し
と
、
各

種
子
育
て
支
援
策
の
拡
充
が
必
要
で
あ
り
、

社
会
保
障
制
度
も
含
め
て
幅
広
い
視
点
で
議

論
す
べ
き
で
あ
る
。

ま
た
、
急
激
な
税
負
担
の
増
加
防
止
や

少
子
化
対
策
の
観
点
か
ら
、
世
帯
単
位
課
税

（
Ｎ
分
Ｎ
乗
方
式
）
の
導
入
等
課
税
方
式
の

見
直
し
も
同
時
に
検
討
を
進
め
る
こ
と
を
求

め
る
。

⑶　
資
産
税

①
事
業
承
継
税
制

事
業
承
継
税
制
の
拡
充
の
一
環
と
し
て
、

個
人
事
業
者
向
け
事
業
承
継
税
制
も
新
設
さ

れ
た
が
、
中
小
企
業
の
円
滑
な
事
業
承
継
を

図
る
た
め
に
は
、
事
業
用
資
産
を
一
般
資
産

か
ら
切
り
離
し
た
本
格
的
な
事
業
承
継
税
制

の
創
設
が
必
要
で
あ
る
。
引
き
続
き
納
税
猶

予
制
度
の
更
な
る
利
用
促
進
を
は
か
る
た
め

以
下
の
要
件
の
見
直
し
を
求
め
る
。

•

相
続
税
の
納
税
猶
予
制
度
取
消
の
場
合

の
延
納
・
物
納
の
認
可
。

•

会
社
の
事
業
資
金
の
担
保
に
提
供
し
て

い
る
土
地
・
建
物
も
、
相
続
税
・
贈
与
税

の
納
税
猶
予
の
対
象
と
す
る
。

•

取
引
相
場
の
な
い
株
式
の
評
価
方
式
を

中
小
企
業
の
実
態
に
よ
り
即
し
た
評
価

方
式
に
見
直
す
。

②
相
続
税

平
成
27
年
１
月
よ
り
、
基
礎
控
除
の
引
下

げ
と
と
も
に
最
高
税
率
を
55
％
に
引
き
上
げ

る
等
税
率
構
造
の
見
直
し
が
行
な
わ
れ
た
。

こ
の
た
め
特
に
大
都
市
圏
に
お
い
て
は
、
急

激
な
負
担
増
と
課
税
対
象
の
大
幅
な
増
加
を

招
い
て
い
る
。

大
都
市
圏
の
相
続
人
の
負
担
を
緩
和
す

る
た
め
、ま
た
、少
子
化
の
現
実
を
踏
ま
え
、

法
定
相
続
人
１
人
あ
た
り
の
控
除
額
を
現
行

の
６
０
０
万
円
か
ら
従
前
の
１
０
０
０
万
円

に
引
上
げ
る
よ
う
求
め
る
。
加
え
て
、
事
業

承
継
の
円
滑
化
の
観
点
か
ら
、
小
規
模
宅
地

東
法
連
令
和
２
年
度
税
制
改
正
要
望（
抜
粋
）
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等
に
つ
い
て
の
相
続
税
の
課
税
価
挌
の
計
算

の
特
例
に
お
け
る
事
業
用
宅
地
の
適
用
対
象

面
積
の
更
な
る
拡
大
を
求
め
る
。

③
相
続
時
精
算
課
税
制
度

相
続
時
精
算
課
税
制
度
を
活
用
し
た
相

続
税
額
の
計
算
に
つ
い
て
は
、
贈
与
時
の
評

価
額
を
も
と
に
行
わ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い

る
が
、
相
続
が
発
生
し
、
生
前
贈
与
し
た
財

産
の
評
価
額
が
下
落
し
て
い
た
場
合
、
思
わ

ぬ
税
負
担
を
強
い
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。
贈

与
時
の
評
価
額
と
相
続
時
の
評
価
額
の
い
ず

れ
か
低
い
額
に
よ
り
計
算
で
き
る
よ
う
求
め

る
。ま

た
そ
の
場
合
、
居
住
用
宅
地
等
に
つ
い

て
は
「
小
規
模
宅
地
等
に
つ
い
て
の
相
続
税

の
課
税
価
格
の
計
算
の
特
例
」
が
受
け
ら
れ

る
よ
う
に
す
べ
き
で
あ
る
。

⑷　
消
費
税

①
軽
減
税
率
に
つ
い
て

平
成
28
年
度
の
税
制
改
正
に
お
い
て
、
消

費
税
率
引
上
げ
に
伴
う
低
所
得
者
対
策
と
し

て
、
軽
減
税
率
制
度
が
令
和
元
年
10
月
に
導

入
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
軽
減
税
率
制
度

は
、
社
会
保
障
制
度
財
源
の
毀
損
、
対
象
品

目
の
線
引
き
に
お
け
る
混
乱
、
高
所
得
者
に

恩
恵
が
お
よ
び
低
所
得
者
対
策
と
し
て
は
非

効
率
で
あ
り
、
中
小
企
業
者
に
と
っ
て
は
事

務
・
コ
ス
ト
に
お
い
て
極
め
て
負
担
が
大
き

い
こ
と
か
ら
、
本
質
的
に
導
入
さ
れ
る
べ
き

で
は
な
い
。
導
入
す
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、

導
入
後
の
状
況
を
検
証
し
、
問
題
が
あ
る
場

合
に
は
、
速
や
か
に
単
一
税
率
に
戻
す
こ
と

を
求
め
る
。
当
面
、
軽
減
税
率
制
度
導
入
に

つ
い
て
は
、
経
理
・
会
計
シ
ス
テ
ム
対
応
等

に
時
間
と
コ
ス
ト
を
要
す
る
だ
け
で
な
く
、

キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
化
対
応
等
新
た
な
負
担
も

あ
り
、
引
き
続
き
周
到
な
制
度
周
知
と
き
め

細
か
な
支
援
措
置
の
実
施
を
求
め
る
。

ま
た
、
消
費
税
増
税
に
つ
い
て
は
、「
社

会
保
障
制
度
と
税
の
一
体
改
革
」「
行
政
改

革
」
等
、
各
種
改
革
の
履
行
を
前
提
に
導
入

を
認
め
た
経
緯
を
鑑
み
、
今
後
も
法
人
会
と

し
て
改
革
履
行
状
況
を
注
視
し
、
改
革
の
実

行
を
求
め
る
こ
と
と
す
る
。

②
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
（
イ
ン
ボ
イ
ス
制

度
）
に
つ
い
て

消
費
税
引
上
げ
に
伴
い
令
和
元
年
10
月

か
ら
区
分
記
載
請
求
書
方
式
、
令
和
５
年
10

月
か
ら
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
（
イ
ン
ボ

イ
ス
制
度
）が
導
入
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

移
行
に
伴
う
煩
雑
な
事
務
処
理
等
で
、
事
業

者
に
対
し
て
過
度
な
コ
ス
ト
や
事
務
負
担
と

な
ら
な
い
よ
う
柔
軟
な
運
営
と
必
要
な
助
成

を
求
め
る
。
ま
た
、
小
売
事
業
者
に
レ
ジ
の

導
入
・
シ
ス
テ
ム
改
修
の
支
援
措
置
が
設
け

ら
れ
て
い
る
が
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
導
入

に
は
、
全
て
の
事
業
者
の
経
理
業
務
の
見
直

し
が
必
要
な
こ
と
か
ら
、
こ
れ
ら
に
対
す
る

新
た
な
支
援
措
置
の
実
施
を
求
め
る
。

③
価
格
転
嫁
対
策

平
成
25
年
６
月
に
消
費
税
転
嫁
対
策
特

別
措
置
法
が
成
立
し
様
々
な
施
策
が
講
じ
ら

れ
る
こ
と
と
な
っ
た
が
、
中
小
企
業
者
の
間

で
価
格
転
嫁
に
つ
い
て
の
不
安
は
未
だ
大
き

く
、
円
滑
か
つ
適
正
な
価
格
転
嫁
に
支
障
が

生
ず
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
引
き
続
き
事
業

者
の
実
態
を
十
分
に
把
握
し
な
が
ら
関
係
機

関
が
連
携
の
う
え
強
力
か
つ
確
実
に
実
行
さ

れ
る
よ
う
求
め
る
。

⑸　
地
方
税

①
固
定
資
産
税
の
抜
本
的
見
直
し

固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
特
に
都
市

部
で
地
価
上
昇
が
顕
著
で
あ
り
重
税
感
が
高

ま
っ
て
お
り
、
負
担
軽
減
を
求
め
る
。
評
価

方
式
は
収
益
還
元
価
格
方
式
に
改
め
る
よ
う

求
め
る
。

②
固
定
資
産
税
免
除
の
創
設
等

設
備
投
資
の
促
進
を
図
る
た
め
、
固
定

資
産
税
に
お
け
る
減
価
償
却
資
産
の
免
税
点

１
５
０
万
円
を
大
幅
に
引
き
上
げ
る
こ
と
を

求
め
る
。
併
せ
て
中
小
企
業
の
資
産
管
理
・

納
税
事
務
負
担
の
軽
減
、
事
務
効
率
化
を
図

る
た
め
「
中
小
企
業
者
等
の
少
額
減
価
償
却

資
産
の
取
得
価
格
の
損
金
算
入
の
特
例
」
に

お
い
て
対
象
取
得
価
格
の
引
き
上
げ
を
求
め

る
。

③
東
京
都
に
お
け
る
「
中
小
企
業
者
向
け
省
エ

ネ
促
進
税
制
」
の
拡
充

東
京
都
の
「
中
小
企
業
者
向
け
省
エ
ネ
促

進
税
制
」
に
つ
い
て
、
平
成
27
年
４
月
に
対

象
期
間
が
５
年
延
長
さ
れ
た
。
省
エ
ネ
努
力

へ
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
と
し
て
、
減
免
額
の

引
き
上
げ
や
対
象
機
器
の
拡
大
な
ど
の
拡
充

を
求
め
る
。

④
事
業
所
税
の
廃
止

固
定
資
産
税
と
の
二
重
負
担
に
な
っ
て

お
り
、
ま
た
対
象
地
域
で
の
新
規
開
業
や
雇

用
創
出
の
阻
害
要
因
に
も
な
っ
て
い
る
。
都

市
計
画
税
が
徴
収
さ
れ
て
い
る
中
、
す
で
に

本
税
の
目
的
は
達
成
さ
れ
て
お
り
廃
止
す
べ

き
で
あ
る
。

⑤
個
人
住
民
税
特
別
徴
収
事
務
の
簡
素
化

特
別
徴
収
義
務
者
の
事
務
の
簡
素
化
等

に
資
す
る
た
め
、
納
入
先
市
区
町
村
別
の
明

細
書
を
添
付
す
る
こ
と
に
よ
り
、
当
該
事
業

所
を
所
管
す
る
市
区
町
村
に
お
い
て
、
一
括

納
入
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
を
求
め

る
。
ま
た
、
併
せ
て
地
方
税
の
申
告
書
・
納

付
書
の
規
格
、
様
式
の
統
一
を
図
る
こ
と
を

求
め
る
。

⑥
過
度
な
地
方
法
人
課
税
の
偏
在
是
正
の
見
直
し

政
府
が
進
め
る
自
治
体
間
の
税
収
格
差

是
正
で
、
東
京
都
の
財
源
を
地
方
に
分
配
す

る
仕
組
み
が
更
に
強
化
さ
れ
た
。
一
人
あ
た

り
の
地
方
税
収
は
全
国
平
均
並
み
で
あ
る
こ

と
か
ら
、「
受
益
と
負
担
の
関
係
」
を
逸
脱

し
な
い
よ
う
求
め
る
。

２ 	

そ
の
他

マ
イ
ナ
ン
バ
ー（
社
会
保
障・税
番
号
制
度
）

行
政
の
効
率
化
や
利
便
性
の
向
上
、
国
民

の
社
会
保
障
や
税
の
給
付
と
負
担
の
公
平
性

と
透
明
性
を
実
現
す
る
等
メ
リ
ッ
ト
は
大
き

い
が
、
個
人
情
報
の
流
出
や
悪
用
へ
の
対
応

や
費
用
対
効
果
が
課
題
と
な
る
。

個
人
情
報
の
管
理
に
万
全
を
期
し
、
コ
ス

ト
の
明
確
化
に
よ
り
、
国
民
の
納
得
と
理
解

を
得
な
が
ら
推
進
す
る
よ
う
求
め
る
。

ま
た
、
事
業
者
に
対
し
て
過
度
な
コ
ス
ト

や
事
務
負
担
と
な
ら
な
い
よ
う
柔
軟
な
運
営

と
必
要
な
助
成
を
求
め
る
。
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自分のカラダと “がん ” のこと、ちょっとだけ考えてみませんか？

東
法
連
で
は
、
昨
年
度

に
引
き
続
き
、
ｅ
―
Ｔ
ａ

ｘ
利
用
促
進
の
た
め
、
イ

ー
タ
君
と
平
成
30
年
度
東

法
連
絵
は
が
き
コ
ン
ク
ー

ル
入
賞
作
品
を
題
材
に
し

た
ポ
ス
タ
ー
を
作
成
し
た
。

ポ
ス
タ
ー
に
は
「
法
人

会
」
及
び
「
東
京
国
税
局

税
務
署
」
の
ロ
ゴ
が
付
さ

れ
て
い
る
。

ポ
ス
タ
ー
は
会
員
の
事

業
所
や
事
務
局
な
ど
に
掲

示
し
て
も
ら
い
、
ｅ
―
Ｔ

ａ
ｘ
の
利
用
促
進
に
役
立
て
て
も
ら
う

と
と
も
に
、
法
人
会
が
行
っ
て
い
る
絵

は
が
き
コ
ン
ク
ー
ル
の
Ｐ
Ｒ
、
推
進
に

も
広
く
活
用
し
て
も
ら
う
。

ま
た
、
都
内
税
務
署
に
も
掲
示
し
て

も
ら
う
よ
う
、
各
単
位
会
か
ら
各
署
に

依
頼
す
る
。

公
益
財
団
法
人
東
法
連
特
定
退
職
金

共
済
会
（
小
林
栄
三
理
事
長
）
は
６
月

18
日
、
第
16
回
定
時
評
議
員
会
を
全
法

連
会
館
で
開
催
し
、
平
成
30
年
度
事
業

報
告
・
収
支
決
算
を
原
案
ど
お
り
承
認

し
た
。

当
日
は
、
松
本
光
史
評
議
員
が
議
長

と
な
り
議
事
が
進
め
ら
れ
、
事
業
報
告

で
は
前
年
度
同
様
、
各
法
人
会
の
協
力

を
得
て
、
法
人
会
広
報
誌
へ
の
広
告
掲

載
や
加
入
推
進
チ
ラ
シ
の
折
り
込
み
、

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
へ
の
バ
ナ
ー
広
告
の
掲

載
、
各
種
会
合
で
の
Ｐ
Ｒ
動
画
の
視
聴

な
ど
を
実
施
し
た
ほ
か
、
委
託
保
険
会

社
の
都
内
各
支
社
新
人
推
進
員
を
対
象

と
し
た
研
修
の
定
期
開
催
、
都
内
未
加

入
事
業
所
あ
て
ダ
イ
レ
ク
ト
メ
ー
ル
の

送
付
、
都
内
中
小
企
業
の
賃
金
・
退
職

金
統
計
デ
ー
タ
最
新
版
を
委
託
保
険
会

社
へ
提
供
し
た
こ
と
な
ど
が
報
告
さ
れ

た
。
ま
た
、
収
支
決
算
で
は
掛
金
収
益

が
40
億
円
（
前
年
度
よ
り
１
億
７
千
６

百
万
円
増
）
に
な
っ
た
こ
と
な
ど
が
説

明
さ
れ
た
。

加
入
状
況
に
つ
い
て

は
、
加
入
者
数
と
加
入

口
数
は
増
加
傾
向
に
あ

る
も
の
の
、
事
業
所
数

は
解
約
や
従
業
員
の
退
職
（
脱
退
）
に

よ
り
加
入
者
数
が
ゼ
ロ
と
な
る
事
業
所

が
、
新
規
加
入
事
業
所
を
上
回
っ
た
こ

と
に
よ
り
減
少
し
て
い
る
。
こ
の
た
め

同
共
済
会
で
は
、
将
来
に
わ
た
っ
て
、

制
度
を
よ
り
安
定
し
て
運
営
し
て
い
く

た
め
に
は
、
新
規
加
入
事
業
所
の
拡
大

が
必
要
不
可
欠
で
あ
り
、
引
き
続
き
各

法
人
会
の
ご
協
力
を
お
願
い
し
た
い
と

し
て
い
る
。
加
入
状
況
の
詳
細
は
別
表

の
と
お
り
。

平
成
30
年
度
事
業
報
告・収
支
決
算
を
承
認

東
法
連
特
定
退
職
金
共
済
会

絵はがきコンクール入賞作品を題材に
ｅ-Ｔａｘ利用促進ポスター

令和元年度版ｅ－Ｔａｘ利用促進ポスター

東法連特定退職金共済制度 加入状況
平成31年3月期 （平成30年3月期）対前年比

(ｱ)事業所数 4,991社 5,094社 98.0％

(ｲ)加入者数 35,346人 34,953人 101.1％

(ｳ)加入口数 320,817口 315,340口 101.7％

(ｴ)掛金収入 40億円 38億2,400万円 104.6％

(ｵ)給付金額 40億1,000万円 37億2,000万円 107.8％

(ｶ)積立金額 434億8,300万円 433億2,500万円 100.4％


